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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第64期

第３四半期連結
累計期間

第65期
第３四半期連結
累計期間

第64期

会計期間
自  平成22年４月 1日
至　平成22年12月31日

自  平成23年４月 1日
至　平成23年12月31日

自　平成22年４月 1日
至　平成23年３月31日

売上高 (百万円) 162,306 162,394 222,074

経常利益 (百万円) 3,837 4,598 5,343

四半期(当期)純利益 (百万円) 4,514 2,715 5,372

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 3,946 2,256 4,758

純資産額 (百万円) 25,016 27,553 25,826

総資産額 (百万円) 62,199 63,232 64,390

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 18.94 11.39 22.41

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 17.94 10.79 21.35

自己資本比率 (％) 39.93 43.31 39.83

　

回次
第64期

第３四半期連結
会計期間

第65期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自  平成22年10月 1日
至　平成22年12月31日

自  平成23年10月 1日
至　平成23年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 3.14 3.17

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第64期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

　
　 　当第３四半期連結累計期間における、当社及びグループ企業において営まれている事業の内容に重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況

にある中で、緩やかに持ち直しているものの、景気の先行きについては、欧州の政府債務危機などを背景

とする海外景気の下振れリスクや円高の定着などにより、不透明な状況が続いております。

このような状況の中、重点施策である開発推進や機能のある取引へのシフトにより、当第３四半期連結

累計期間の売上高は、前年同期比0.1％増の1,623億94百万円、営業利益は、前年同期比19.0％増の44億52

百万円、経常利益は、前年同期比19.8％増の45億98百万円となりました。四半期純利益は、連結子会社の解

散に伴う繰延税金資産を前年同期に計上しましたが、当第３四半期連結累計期間は税負担が平準化した

こと等もあり、前年同期比39.9％減の27億15百万円となりました。

　

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①　繊維事業

当セグメントにおきましては、自動車のサプライチェーンの急回復等に伴い産業資材分野が堅調に推

移したことにより、売上高は前年同期比4.4％増の801億34百万円となり、セグメント利益（営業利益）は

増収効果に加え益率の改善および経費効率の大幅改善により前年同期比46.4％増の25億７百万円となり

ました。

②　化学品事業

当セグメントにおきましては、第２四半期連結累計期間まで堅調に推移しておりましたが、当第３四半

期連結会計期間に入り、中国市場の需要が減速したこと等により、売上高は前年同期比3.7％減の475億98

百万円となり、セグメント利益（営業利益）は前年同期比1.0％減の17億１百万円となりました。

③　機械事業

当セグメントにおきましては、中南米向け中国事業は順調に推移しているものの、当第３四半期連結会

計期間に入り、中南米市場の需要が低迷したこと等により、売上高は前年同期比3.6％減の340億76百万円

となり、セグメント利益（営業利益）は前年同期比11.2％減の１億91百万円となりました。

④　その他

当セグメントにおきましては、前年同期に連結子会社の１社を解散したことにより、売上高は前年同期

比21.6％減の５億84百万円となり、セグメント利益（営業利益）は前年同期比45.3％減の52百万円とな

りました。
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(2) 財政状態の分析

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における総資産は、632億32百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億58

百万円減少しました。これは主に受取手形及び売掛金が６億12百万円減少したことによるものでありま

す。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における負債は、356億78百万円となり、前連結会計年度末に比べ28億85百

万円減少しました。これは主に支払手形及び買掛金が45億54百万円減少、未払法人税等が11億19百万円増

加したことによるものであります。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末における純資産は、275億53百万円となり、前連結会計年度末に比べ17億27

百万円増加しました。これは主に四半期純利益の計上により27億15百万円増加、配当の支払により５億６

百万円減少したことによるものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　
(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は92百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において当連結会社の研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 550,000,000

優先株式 30,000,000

計 580,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 238,691,442238,691,442

東京証券取引所
（市場第一部）
大阪証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株でありま
す。

第三回優先株式
（行使価額修正条
項付新株予約権付
社債券等に該当す
る取得請求権付株
式であります。）

1,750,000 1,750,000

― （注）
第四回優先株式
（行使価額修正条
項付新株予約権付
社債券等に該当す
る取得請求権付株
式であります。）

600,000 600,000

計 241,041,442241,041,442― ―

　

(注)Ⅰ　行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質

      １　各優先株式の取得と引換えに交付請求できる普通株式の数は、株価の下落により増加します。

 

２　取得価額の修正基準及び修正頻度並びに取得価額の下限については、下記4(2)及び5(2)に記載のとおり

　　です。

 

３　各優先株式について、取得請求期間の末日より前に当社が全部の取得を可能とする旨の条項は、定めてお

　　りません。

　　ただし、取得請求期間中に取得請求のなかった各優先株式は、取得請求期間末日の翌日以降の当社取締役

　　会の定める日に当社が取得し、その対価として、時価を基準として算出した数の当社普通株式を交付いた

　　します。（詳細は下記Ⅲ3(9)をご参照下さい。）

　

４　第三回優先株式

(1) 当初取得価額
　 76円

　

(2) 取得価額の修正
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取得価額は、平成24年8月1日以降平成38年7月31日まで、毎年8月1日(以
下それぞれ「取得価額修正日」という。)に、各取得価額修正日に先立
つ45取引日目に始まる30取引日(以下それぞれ「時価算定期間」とい
う。)の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引
の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)に
修正される。(修正後取得価額は円位未満小数第１位まで算出し、その
小数第１位を切り上げる。なお、上記の時価算定期間内に、下記Ⅲ3(7)
で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、下記Ⅲ
3(7)に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。)ただし、上
記計算の結果、修正後取得価額が当初取得価額の60％に相当する金額
(円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以下
「下限取得価額」という。ただし、下記Ⅲ3(7)により調整される。)を下
回る場合には下限取得価額をもって、また、修正後取得価額が当初取得
価額の150％に相当する金額(円位未満小数第１位まで算出し、その小
数第１位を切り上げる。以下「上限取得価額」という。ただし、下記Ⅲ
3(7)により調整される。)を上回る場合には上限取得価額をもって修正
後取得価額とする。

　

５　第四回優先株式

(1) 当初取得価額
　 176円

　

(2) 取得価額の修正

　

取得価額は、平成24年8月1日以降平成38年7月31日まで、毎年8月1日(以
下それぞれ「取得価額修正日」という。)に、各取得価額修正日に先立
つ45取引日目に始まる30取引日(以下それぞれ「時価算定期間」とい
う。)の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引
の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)に
修正される。(修正後取得価額は円位未満小数第１位まで算出し、その
小数第１位を切り上げる。なお、上記の時価算定期間内に、下記Ⅲ3(7)
で定める取得価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、下記Ⅲ
3(7)に準じて取締役会が適当と判断する値に調整される。)ただし、上
記計算の結果、修正後取得価額が当初取得価額の60％に相当する金額
(円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。以下
「下限取得価額」という。ただし、下記Ⅲ3(7)により調整される。)を下
回る場合には下限取得価額をもって、また、修正後取得価額が当初取得
価額の150％に相当する金額(円位未満小数第１位まで算出し、その小
数第１位を切り上げる。以下「上限取得価額」という。ただし、下記Ⅲ
3(7)により調整される。)を上回る場合には上限取得価額をもって修正
後取得価額とする。

　

　　Ⅱ　各優先株式の単元株式数は、いずれも1,000株であります。

　

　　Ⅲ　行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の具体的内容

１　第三回優先株式

(1) 優先配当 　

　

1株あたりの第三回優先配当の額は、第三回優先株式の発行価額(500円)に、それぞれの事
業年度毎に下記の配当年率(以下「第三回優先配当年率」という。)を乗じて算出した額と
する。ただし、初年度の第三回優先配当については、配当起算日から事業年度の最終日まで
の日数(初日および最終日を含む。)で日割り計算した額とする。
優先配当は、円位未満小数第４位を四捨五入し、上限は50円とする。
第三回優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR(1年物) ＋ 2.00％
「配当年率修正日」は、平成15年8月2日以降の毎年4月1日とする。当日が銀行休業日の場
合は前営業日を配当年率修正日とする。

　

・「日本円TIBOR(1年物)」とは、平成15年8月2日又は各配当年率修正日において、午前
11時における日本円1年物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート(日
本円TIBOR)として全国銀行協会によって公表される数値を指すものとする。日本円
TIBOR(1年物)が公表されていなければ、同日(当日が銀行休業日の場合は前営業日)ロ
ンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手
レート(ユーロ円LIBOR1年物(360日ベース))として英国銀行協会(BBA)によって公表
される数値またはこれに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR(1年物)に代え
て用いるものとする。

(2) 取得請求権
　

　 (イ) 取得請求期間
　 　 平成23年8月1日から平成38年7月31日まで
　 (ロ) 取得の条件

　 　
第三回優先株式の株主は、上記(イ)の期間中、1株につき上記Ⅰ4(1)乃
至(2)に定める取得価額により、第三回優先株式の取得と引換えに当会
社の普通株式を交付することの請求をすることができる。

　 　 　

　
２　第四回優先株式

(1) 優先配当 　
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1株あたりの第四回優先配当の額は、第四回優先株式の発行価額(500円)に、それぞれの事
業年度毎に下記の配当年率(以下「第四回優先配当年率」という。)を乗じて算出した額と
する。ただし、初年度の第四回優先配当については、配当起算日から事業年度の最終日まで
の日数(初日および最終日を含む。)で日割り計算した額とする。
優先配当は、円位未満小数第４位を四捨五入し、上限は50円とする。
第四回優先配当年率 ＝ 日本円TIBOR(1年物) ＋ 1.75％
「配当年率修正日」は、平成16年11月19日以降の毎年4月1日とする。当日が銀行休業日の
場合は前営業日を配当年率修正日とする。

　

・「日本円TIBOR(1年物)」とは、平成16年11月19日又は各配当年率修正日において、午
前11時における日本円1年物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート
(日本円TIBOR)として全国銀行協会によって公表される数値を指すものとする。日本
円TIBOR(1年物)が公表されていなければ、同日(当日が銀行休業日の場合は前営業日)
ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し
手レート(ユーロ円LIBOR1年物(360日ベース))として英国銀行協会(BBA)によって公
表される数値またはこれに準ずるものと認められるものを日本円TIBOR(1年物)に代
えて用いるものとする。

　

(2) 取得請求権
　

　 (イ) 取得請求期間
　 　 平成23年8月1日から平成38年7月31日まで
　 (ロ) 取得の条件

　 　
第四回優先株式の株主は、上記(イ)の期間中、1株につき上記Ⅰ5(1)乃
至(2)に定める取得価額により、第四回優先株式の取得と引換えに当会
社の普通株式を交付することの請求をすることができる。

　 　 　

　
３　全ての優先株式に共通する事項

(1) 優先中間配当
　 優先株式の株主または優先登録株式質権者に対し、中間配当を行わない。
(2) 非累積条項

　
ある事業年度において優先株式の株主または優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の
配当の額が優先配当の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

(3) 非参加条項

　
優先株式の株主または優先登録株式質権者に対しては、優先配当を超えて剰余金の配当を
行わない。

(4) 残余財産の分配

　

当会社の残余財産の分配をするときは、優先株式の株主または優先登録株式質権者に対し、
普通株式の株主または普通登録株式質権者に先立ち、優先株式1株につき500円を支払う。優
先株式の株主または優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配を行わな
い。

　

(5) 議決権

　
優先株式の株主は、株主総会において議決権を有しない。剰余金の配当、残余財産の分配に
ついて普通株式に優先すること並びに普通株式を対価とする取得請求権が付されているこ
と等の株式の内容との関係を理由とする。

(6) 新株引受権等

　

当会社は、優先株式について、株式の併合または分割を行わない。当会社は、優先株式の株主
に対しては、新株の引受権、新株予約権の引受権、新株予約権付社債の引受権または分離し
て譲渡することができる新株予約権および社債の引受権を与えない。当会社は、優先株式に
ついて株式および新株予約権の無償割当を行わない。

(7) 取得価額の調整

　

取得価額は、優先株式発行後、当会社が時価を下回る発行価額または処分価額をもって普通
株式を発行または処分する場合に、次に定める算式(以下取得価額調整式という。)により調
整され、その他一定の場合にも取得価額調整式その他一定の算式により調整されるほか、合
併等により取得価額の調整を必要とする場合には、当社の取締役会が適当と判断する額に
調整される。取得価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第1位まで算出し、その
小数第1位を切上げる。

　

　 　 　 　 　 　 既発行
普通株式数

＋
新規発行普通株式数×1株あたりの払込金額

　 　
調整後
取得価額

=
調整前
取得価額

×
1株あたりの時価

既発行普通株式数＋新規発行・処分普通株式数
　

(8) 取得と引換えに交付請求できる普通株式数

　
優先株式の取得と引換えに交付することの請求をすることができる当会社の普通株式数
は、次のとおりとする。

　

　 　
取得と引換えに

交付請求できる

普通株式数

=
優先株式の株主が取得と引換えに交付請求した優先株式の発行価額の総額

取得価額
　

　
取得と引換えに交付請求できる普通株式数の算出にあたっては、１株未満の端数が生じた
ときはこれを切り捨てる。

　

(9) 取得請求期間中に取得請求のなかった優先株式の取得
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取得請求期間中に取得請求のなかった優先株式につき、同期間の末日の翌日(以下「取得基
準日」という。)以降の取締役会で定める日(ただし、取得基準日から3ヶ月以内の日とす
る。)をもって、優先株式1株の払込金相当額を、取得基準日に先立つ45取引日目に始まる30
取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気
配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)で除して得られる数の普通株式を交付
する。ただし、平均値の計算は、円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げ
る。この場合、当該平均値が下限取得価額を下回る場合には下限取得価額をもって、また、当
該平均値が上限取得価額を上回る場合には上限取得価額をもって除して得られる数の普通
株式を交付する。前記の普通株式数の算出にあたって1株に満たない端数が生じたときは、
会社法に定める株式併合の場合に準じてこれを取扱う。

(10)優先順位
 
 
(11)

当会社の発行する各種の優先株式の優先配当ならびに残余財産の分配の支払順位は、同順
位とする。
会社法第322条第2項に規定する定款の定めはありません。

　

　　Ⅳ　行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の所有者との間の取決めの内容

１　当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項

　　当該取決めはありません。

　

２　提出者の株券の売買に関する事項

　　当該取決めはありません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年10月１日～
平成23年12月31日

― 241,041,442 ― 6,800 ― 1,700
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(6) 【大株主の状況】

　　　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区　分 株式数（株） 議決権の数(個) 内　容

無議決権株式

第三回優先
株式

1,750,000

第四回優先
株式

600,000
―

「１ 株式等の状況」の
「(1)株式の総数等」の
「②発行済株式」の注記参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有
株式）
普通株式

325,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 237,814,000237,814 ―

単元未満株式 普通株式 552,442 ― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数

普通株式 238,691,442

第三回優先
株式

1,750,000

第四回優先
株式

600,000
　

― ―

総株主の議決権 ― 237,814 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、次のものが含まれております。

イ）証券保管振替機構名義の株式　　　　　　　　　　　　　　　       8,000株(議決権８個)

ロ）株主名簿上は当社名義だが実質的に所有していない株式　　　　     1,000株(議決権１個)

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、次の株式が含まれております。

自己保有株式 蝶理株式会社　682株

株主名簿上は当社名義だが実質的に所有していない株式 　　　　　　　 １株

　

② 【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合
(％)

(自己保有株式)
　蝶理株式会社

大阪市中央区淡路町
１丁目７番３号

325,000― 325,000 0.13

計 ― 325,000― 325,000 0.13

(注)　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏　　名 異動年月日

常務取締役 常務取締役

　 小　林　　純 平成23年８月17日管理本部長　兼、海外事業推進
室　室長

管理本部長
 

常務取締役 常務取締役 　

竹　中　慎　一 平成23年９月16日繊維製品本部長　兼、繊維製品
業務企画部担当　兼、アパレル
第２部　部長

繊維製品本部長　兼、繊維製品
業務企画部担当　
 

　

取締役
 

中国総代表　兼、蝶理（中国）
商業有限公司董事長　兼、総経
理　兼、蝶理（上海）有限公司
董事長　兼、総経理　兼、蝶理
（大連）貿易有限公司董事長
　兼、蝶理（天津）有限公司董
事長　　兼、蝶理（広州）貿易
有限公司董事長　兼、北京事務
所　所長

取締役
 

中国総代表　兼、蝶理（中国）
商業有限公司董事長　兼、総経
理　兼、蝶理（上海）有限公司
董事長　兼、総経理　兼、蝶理
（大連）貿易有限公司董事長
　兼、蝶理（天津）有限公司董
事長　兼、蝶理（広州）貿易有
限 公 司 董 事 長
                
 

　 井　上　邦　久 平成23年11月１日

　

　(注)執行役員の役職の異動は、次のとおりであります。

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏　　名 異動年月日

執行役員 執行役員

※ 小　林　　純 平成23年８月17日管理本部長　兼、海外事業推進
室　室長

管理本部長
 

執行役員 執行役員

※ 竹　中　慎　一 平成23年９月16日繊維製品本部長　兼、繊維製品
業務企画部担当　兼、アパレル
第２部　部長

繊維製品本部長　兼、繊維製品
業務企画部担当　
 

執行役員
 

中国総代表　兼、蝶理（中国）
商業有限公司董事長　兼、総経
理　兼、蝶理（上海）有限公司
董事長　兼、総経理　兼、蝶理
（大連）貿易有限公司董事長
　兼、蝶理（天津）有限公司董
事長　　兼、蝶理（広州）貿易
有限公司董事長　兼、北京事務
所　所長

執行役員
 

中国総代表　兼、蝶理（中国）
商業有限公司董事長　兼、総経
理　兼、蝶理（上海）有限公司
董事長　兼、総経理　兼、蝶理
（大連）貿易有限公司董事長
　兼、蝶理（天津）有限公司董
事長　兼、蝶理（広州）貿易有
限公司董事長
 

※ 井　上　邦　久 平成23年11月１日

※は、取締役を兼務する執行役員であります。
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第４ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,906 5,870

関係会社預け金 ※1
 3,000

※1
 1,000

受取手形及び売掛金 35,189 ※5
 34,577

商品及び製品 9,448 11,110

仕掛品 57 28

原材料及び貯蔵品 16 28

未着商品 168 136

繰延税金資産 786 315

その他 3,672 3,078

貸倒引当金 △74 △51

流動資産合計 58,171 56,092

固定資産

有形固定資産 534 559

無形固定資産 86 69

投資その他の資産 ※2
 5,598

※2
 6,511

固定資産合計 6,219 7,139

資産合計 64,390 63,232

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 31,883 ※5
 27,329

短期借入金 271 699

未払法人税等 204 1,323

賞与引当金 503 362

返品調整引当金 1 2

関係会社整理損失引当金 42 42

その他 4,132 4,373

流動負債合計 37,038 34,133

固定負債

繰延税金負債 3 2

退職給付引当金 1,168 1,204

役員退職慰労引当金 116 148

負ののれん 236 188

固定負債合計 1,524 1,545

負債合計 38,563 35,678
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,800 6,800

資本剰余金 1,700 1,700

利益剰余金 19,373 21,575

自己株式 △43 △44

株主資本合計 27,830 30,031

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △344 △531

繰延ヘッジ損益 56 17

為替換算調整勘定 △1,896 △2,132

その他の包括利益累計額合計 △2,184 △2,646

少数株主持分 181 169

純資産合計 25,826 27,553

負債純資産合計 64,390 63,232
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 162,306 162,394

売上原価 148,358 147,451

売上総利益 13,947 14,942

販売費及び一般管理費 10,204 10,489

営業利益 3,743 4,452

営業外収益

受取利息 74 76

受取配当金 90 89

持分法による投資利益 9 28

負ののれん償却額 47 47

債務勘定整理益 108 92

雑収入 112 140

営業外収益合計 443 475

営業外費用

支払利息 70 92

手形売却損 64 78

売上割引 65 72

為替差損 65 37

雑支出 81 49

営業外費用合計 348 330

経常利益 3,837 4,598

特別利益

投資有価証券売却益 17 9

固定資産売却益 2 2

負ののれん発生益 － 1

貸倒引当金戻入額 49 －

特別利益合計 69 13

特別損失

創業150年記念費用 － 68

ゴルフ会員権評価損 11 18

固定資産処分損 8 4

投資有価証券評価損 73 3

関係会社株式売却損 33 －

特別損失合計 126 95

税金等調整前四半期純利益 3,780 4,516

法人税、住民税及び事業税 185 1,371

法人税等調整額 △927 423

法人税等合計 △742 1,795

少数株主損益調整前四半期純利益 4,522 2,720

少数株主利益 7 5

四半期純利益 4,514 2,715
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 4,522 2,720

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △43 △186

繰延ヘッジ損益 △119 △39

為替換算調整勘定 △317 △211

持分法適用会社に対する持分相当額 △95 △26

その他の包括利益合計 △576 △464

四半期包括利益 3,946 2,256

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,942 2,253

少数株主に係る四半期包括利益 3 3
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１  関係会社預け金は、東レグループ・キャッシュマネジメントシステムによる東レ株式会社への預け金

であります。

　

※２  資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

投資その他の資産 905百万円 912百万円

　

  ３  手形割引高

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

輸出手形割引高 960百万円 1,757百万円

　

  ４  偶発債務

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

債権流動化に伴う買戻義務 1,700百万円 1,553百万円

 

※５  四半期連結会計期間末日満期手形の処理

　　　　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理する方法を採用しており

ます。

　　　　なお、当第３四半期連結会計期間末日が、金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。
　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

受取手形
支払手形

―
―

201百万円
987百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累

計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

該当事項はありません。

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び負の

のれんの償却額は、次のとおりであります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
　至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
　至  平成23年12月31日)

減価償却費 　139百万円 　137百万円

負ののれん償却額 　47百万円 　47百万円

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

１　配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月18日
取締役会

普通株式 476 2.000平成22年３月31日平成22年６月18日 利益剰余金

平成22年５月18日
取締役会

第三回優先株式 24 13.850平成22年３月31日平成22年６月18日 利益剰余金

平成22年５月18日
取締役会

第四回優先株式 7 12.600平成22年３月31日平成22年６月18日 利益剰余金

　

２　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

１　配当金支払額
　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月18日
取締役会

普通株式 476 2.000平成23年３月31日平成23年６月16日 利益剰余金

平成23年５月18日
取締役会

第三回優先株式 22 12.910平成23年３月31日平成23年６月16日 利益剰余金

平成23年５月18日
取締役会

第四回優先株式 6 11.660平成23年３月31日平成23年６月16日 利益剰余金

　

２　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

　 報告セグメント
その他
(注)１

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

　 繊維事業 化学品事業 機械事業 計

　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 76,78349,44335,333161,561745162,306 ― 162,306

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― 561 561 △561 ―

計 76,78349,44335,333161,5611,306162,867△561162,306

　セグメント利益 1,7121,719 215 3,648 95 3,743 ― 3,743

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報・通信機器、不動産の取扱及び

各種役務提供等を含んでおります。

２　報告セグメント及びその他の事業セグメントのセグメント利益の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と

一致しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

　 報告セグメント
その他
(注)１

合計 調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

　 繊維事業 化学品事業 機械事業 計

　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 80,13447,59834,076161,809584162,394 ― 162,394

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― 397 397 △397 ―

計 80,13447,59834,076161,809981162,791△397162,394

　セグメント利益 2,5071,701 191 4,399 52 4,452 ― 4,452

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報・通信機器、不動産の取扱及び

各種役務提供等を含んでおります。

２　報告セグメント及びその他の事業セグメントのセグメント利益の合計は、四半期連結損益計算書の営業利益と

一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

及び算定上の基礎

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

（１）１株当たり四半期純利益金額 18円94銭 11円39銭

　（算定上の基礎） 　 　

　四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 4,514 2,715

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る四半期純利益(百万円) 4,514 2,715

　普通株式の期中平均株式数(千株) 238,396 238,366

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 17円94銭 10円79銭

　（算定上の基礎） 　 　

　四半期純利益調整額(百万円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定に用
いられた普通株式増加数の主要な内訳(千株)

　 　

　第三回優先株式 11,513 11,513

　第四回優先株式 1,704 1,704

　普通株式増加数(千株) 13,217 13,217

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式につ
いて前連結会計年度末から重要な変動がある場合の概要

― ―

　

(重要な後発事象)

　　当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

　該当事項はありません。

　
　

２ 【その他】

特記すべき事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月７日

蝶理株式会社

取締役会　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員　　

　 公認会計士　　辻　　内　　　　　章　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　　山　　 　　 聡　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている蝶理
株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成23
年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包
括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、蝶理株式会社及び連結子会社の平成23年12月
31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していない
と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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